
R3.7.21PM 時点 

山 形県 ＳＤ Ｇｓ推 進 本部 会議 

 

日時：令和 3年 7月 27 日(火)11:00～ 

会場：県庁 502 会議室         

 

次  第 

１ 開 会 

２ 本部長あいさつ 

３ 議 事 

本県におけるＳＤＧｓの推進について 

４ 閉 会 

 

 

【配布資料】 

資料１ 「山形県ＳＤＧｓ推進本部」の設置について 

資料２ 持続可能な「やまがた」に向けて ～ＳＤＧｓ×山形～ 

資料３ ＳＤＧｓに関連する主な取組み【令和３年度】 

資料４ 県における主な取組み（トピック） 

（１）カーボンニュートラルの実現に向けた取組み 

（２）ＳＤＧｓに貢献する「やまがた森林ノミクス」 

（３）ジョージ・ヤマガタ氏presents オンラインセミナー 

「ＳＤＧｓ～具体的にどうする？」概要 

 



「山形県ＳＤＧｓ推進本部」の設置について 

１ 設置の趣旨 

（１）現状・背景 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）対応方針 

 

 

 

 

 

 

 

２ 本部の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料１ 

○ 2015(平成 27)年に国際連合で採択された「持続可能な開発目標(ＳＤ
Ｇｓ)」は、人口減少や地域経済の縮小等の地域課題の解決、持続可能な
地域社会や地方創生の実現に資するものである。 

○ 第４次山形県総合発展計画では、「県民一人ひとりの希望を実現して、
真の豊かさ、生きがい・幸せを実感でき、持続的に発展する」県づくりを
目指していくこととしており、その考え方はＳＤＧｓの理念と一致する。 

○ 本県はＳＤＧｓが掲げる目標を従来から実践してきた土地柄であり、
昨年来、「ゼロカーボンやまがた 2050」宣言や、ＳＤＧｓ推進に向けた
共同宣言などの取組みも推進している。こうした取組みを積極的に発信
するとともに、県内各分野・各地域でＳＤＧｓを推進することで、ポスト
コロナを展望しつつ、県勢発展につなげていくことが重要である。 

○ 庁内での情報共有と連携強化、県の取組みの対外的な発信強化に向け、
「山形県ＳＤＧｓ推進本部」を設置し、全庁一丸となってＳＤＧｓ達成
に向けた取組みを展開する。 
（本県ならではの資源を活用し、各種施策の推進を通じて、ＳＤＧｓの
実現に貢献していく。） 

○ これにより、山形県全体で進める県民運動として、県民・企業・市町村
など様々な主体の取組みや連携を一層促進する。 

○構  成  本部長：知事 副本部長：副知事 本部員：各部局長等 

○設置要綱  別紙のとおり 

○協議内容  ①ＳＤＧｓの視点からの県施策の取組状況 
②ＳＤＧｓに係る主な取組み（トピック等） 
③政府、他都道府県、県内自治体・民間の動向等の情報共有 
④その他（ＳＤＧｓ関連事業の庁内調整など） 

○本部会議の開催  令和３年度：７月２７日（火） 



R3.5.19 企画班 

山形県ＳＤＧｓ推進本部設置要綱 

 
（設置） 
第１条 国際連合が採択した「持続可能な開発目標」（ＳＤＧｓ）の達成に向け、県施策

の総合的推進を図るため、山形県ＳＤＧｓ推進本部（以下「本部」という。）を設置

する。 

 
（本部の所掌事項） 
第２条 本部の所掌事項は、次のとおりとする。 
（１）ＳＤＧｓの理念の普及、理解の促進に関すること。 
（２）ＳＤＧｓの達成に向けた取組みの推進に関すること。 
（３）その他第１条の目的を達成するために必要なこと。 

 
（組織） 
第３条 本部に本部長、副本部長及び本部員を置き、それぞれ別表に掲げる職にある

者をもって充てる。 
２ 本部長は、本部の事務を統括し、本部を代表する。 
３ 副本部長は、本部長を補佐し、本部長に事故あるときは、その職務を代理する。 

 
（運営等） 
第４条 本部の会議は、本部長が招集する。 
２ 本部長は、必要があると認める場合は、別表に掲げる職にある者以外の者を会議

に出席させることができる。 

 
（庶務） 
第５条 本部の庶務は、みらい企画創造部企画調整課において処理する。 

 
（その他） 
第６条 この要綱に定めるもののほか、本部の運営及び活動に必要な事項については、

本部長が別に定める。 

 
 
附 則 

（施行期日） 
この要綱は、令和３年７月２７日から施行する。 

 
  

別紙 



R3.5.19 企画班 

別表 

 職  名 

本部長 知事 

副本部長 副知事 

本部員 

総務部長 

みらい企画創造部長 

防災くらし安心部長 

環境エネルギー部長 

しあわせ子育て応援部長 

健康福祉部長 

産業労働部長 

観光文化スポーツ部長 

農林水産部長 

県土整備部長 

会計管理者 

企業管理者 

病院事業管理者 

県議会事務局長 

教育長 

警察本部長 

監査委員事務局長 

人事委員会事務局長 

労働委員会事務局長 

村山総合支庁長 

最上総合支庁長 

置賜総合支庁長 

庄内総合支庁長 

東京事務所長 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料２ 

  



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料３ 



カーボンニュートラルの実現に向けた取組み

○ 環境問題を「自分ごと」と捉え、意識改革・行動変容を促す県民総ぐるみの新たな県民運動の展開

○ 若者環境パートナーと連携したＳＮＳによる情報発信等協働の取組み、若者を対象としたＳＤＧｓ学習会の開催

○ 漁業や地域と協調した洋上風力発電など大規模事業の県内展開の促進

○ (株)やまがた新電力のノウハウを活用した地元密着型の地域新電力会社の創出など地産地消の推進

○ 地球温暖化対策としての再生可能エネルギーの導入拡大・利用促進

○ Ｖ２Ｈ等の新技術・仕組みを踏まえたＥＶ等を活用した災害対応力（レジリエンス）の強化

○ 県民運動等によるプラスチック削減に向けたライフスタイル変革の促進

○ 市町村や関係機関との連携による食品ロスの削減

○ 計画的な造林や間伐等の森林整備など多様で健全な森林づくりの推進、および県民参加の森づくりの推進

○ 地元住民による「やまがた百名山」の環境整備の支援、環境資産の保全意識の醸成

○ 大気・水・土壌環境の保全と活用（「日本一空気のきれいな県」の維持・活用）

○ 森林等の水源涵養機能維持のため、水資源保全地域の指定の拡大

【施策の柱３】再生可能エネルギーの導入拡大による地域の活性化

【施策の柱４】３Ｒの推進による循環型社会の構築

【施策の柱５】生物多様性を守り、活かす自然共生社会の構築

【施策の柱６】良好な大気・水環境の確保と次世代への継承

【施策の柱１】持続可能な社会をけん引する人づくりと県民総ぐるみによる運動の展開

○ 省エネ・再エネによる排出削減対策と森林整備等による吸収源対策の総合的な推進

＜家 庭＞ 建築・住宅団体等と連携したやまがた健康住宅やＺＥＨ等省エネ住宅の普及

＜事業所＞ デジタル社会に対応した環境配慮型の事業運営の普及、省エネ･再エネ設備の導入促進

＜自動車＞ 電気自動車(ＥＶ)等の次世代自動車の導入推進、「置き配」等の推奨

○ Ｊ-クレジット制度を活用したＣＯ２削減価値の見える化と、都市圏の企業との取引による県民への還元

○ 気候変動適応センターの設置（環境科学研究センター）による気候変動「適応策」の推進

【施策の柱２】気候変動対策による環境と成長の好循環（グリーン成長）の実現

令和３年７月２７日
環境エネルギー部

◆ カーボンニュートラルの実現に向け、第４次山形県環境計画（R3～R12）では、ＳＤＧｓの考え方を取り入れながら、環境・経済・
社会の連鎖性に着目し、環境課題に対する施策の方向性を示しています。また、計画の推進にあたっては、県民、事業者、行政など
様々な主体の参画と連携を重視していきます。

◆ 今後の具体的な取組みについては、「カーボンニュートラルやまがた推進会議」の中で、有識者、市町村、一般県民から助言・提案をいただき、
アクションプランとして取りまとめるとともに、県民一丸となってカーボンニュートラルを推進していく機運を醸成します。

資料４－１



   ＳＤＧｓに貢献する「やまがた森林
ﾓ ﾘ

ノミクス」 

 
気候変動対策（計画的な間伐や再造林、木材の建築利用による炭素貯蔵）など、

やまがた森林ノミクスの取組みは、ＳＤＧｓの様々な目標達成に大きく寄与。 
 

【気候変動対策※としての取組み】 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

H27 H28 H29 H30 R1

 人口が多く、森林面積が少ない主な都市の森林環境譲与税額（令和６年度以降） 
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・戦後植林された人工林を中心として、本格的な利用
期を迎えている 

・高齢級化に伴い 1ha 当たりの成長量(吸収量)は減少 
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・森林吸収量は減少するが、間伐に加え再造林対策を

講じることにより、将来の吸収量を安定的に確保 

２ 森林吸収量の見通し（イメージ） １ 人工林の林齢構成と年間成長量 

３ 再造林の推進 

◎主な再造林推進施策 

・民間基金と合わせ、再造林経費の 100％を支援 
・森林所有者への皆伐・再造林の働きかけの推進 
 （地上レーザレンタル支援等） 
・低コスト再造林技術の確立 
 （低密度植栽、下刈り回数の削減等）     

 

４ 林業の効率化 

◎主な高性能林業機械の
導入推進施策 

・国の補助事業による導入 
支援 

・森林環境譲与税を活用した
トライアル使用の支援 

 

 

 

【ハーベスタ】 

伐倒・枝払・玉切と集積

まで実施 

〈県内企業の技術で建築された木造高層ビル(仙台市）〉 

５ 木材製品による炭素貯蔵 

〇森林等吸収源のルール（2013 年～） 

・伐採された国産の木材中の炭素は、木材 

製品が廃棄された時点で排出量を計上 

⇒木材利用のインセンティブ 

※目標 13 気候変動に 
具体的な対策を 

令和３年７月２７日 
農 林 水 産 部 資料４-２ 
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